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 平成 28（2016）年８月、相次いで上陸・接近した台風は、北海道に記録的な大雨をもた

らし、道民の日常生活や農業などの地域の基幹産業、道路・交通・水道などの社会基盤に大

きな被害が発生しました。 

 平成 30（2018）年７月には、梅雨前線の停滞などにより道内各地で大雨となり、再び道

民生活や産業などに大きな被害が発生したほか、令和元（2019）年５月には、佐呂間町で最

高気温が 39.5 度に達し、北海道の観測史上初めてとなる 39度台が観測されています。 

 全国的にみても、各地で猛暑日や記録的な集中豪雨などが頻発しており、熱中症など健康

面での悪影響や土砂崩れ・河川氾濫による社会・経済活動への被害、野生動物の生息域の変

化などが懸念されています。 

 こうした気候変動の影響に対処するためには、温室効果ガスの排出抑制等を行う「緩和」

だけではなく、既に現れている影響や中長期的に避けられない影響に対しての「適応」を進

めることが重要です。 

  平成 26（2014）年 11月に公表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次評価

報告書では、「温室効果ガスの継続的な排出は、更なる温暖化と気候システムに長期にわた

る変化をもたらし、これにより人々に深刻で広範囲にわたる不可逆的な影響を及ぼす」こと

などが示され、気候変動による影響を抑制するため、「緩和」と「適応」を併せて実施する

重要性を指摘しています。 

  また、国においては、適応策の実効性を高め、多様な関係者の連携・協働により取組を進

めるため、平成 30（2018）年６月に「気候変動適応法」を公布し、同年 12月に施行したほ

か、同年 11 月に同法の規定に基づく「気候変動適応計画」を閣議決定しました。 

 道においては、こうした気候変動に対処する国内外での動きを踏まえ、平成 30（2018）

年９月に、「適応」の取組の基本的な考え方を示す「北海道における気候変動の影響への適

応方針」を策定したところですが、本道の地域特性や社会情勢の変化などに応じて、「適応」

に関する施策を、総合的かつ計画的に推進するため、この度、「北海道気候変動適応計画」

を策定しました。 

 今後は、本計画に基づき、道の関係部局が連携のもと、道民や事業者等のご協力をいただ

きながら、気候変動の影響への「適応」に取り組んでいくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 はじめに 
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 〇緩和とは： 地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出抑制 
 
 〇適応とは： 既に起こりつつある、または起こりうる 
        気候変動の影響に対処し、被害を回避・軽減 

          

適応 

第１章 計画策定の背景、趣旨等 

 

 １ 気候変動の影響への「適応」とは 

 

 私たちは日常の生活や事業活動の中で温室効果ガスを大量に排出しており、そのことが

地球温暖化やそれに伴う気候変動を引き起こし、私たちの暮らしに大きな影響を及ぼすと

懸念されます。 

 地球温暖化対策は、大きく分けて「緩和」と「適応」に大別され、「緩和」は、地球温暖

化の原因となる温室効果ガスの排出を抑制することです。これに対し「適応」は、既に起こ

りつつある、または起こりうる気候変動の影響に対処し、自然や社会のあり方を調整するこ

とで、気候変動の影響による被害を回避・軽減することです。 

 地球温暖化対策の推進に当たっては、温室効果ガスの排出抑制である「緩和」とともに、

気候変動の影響に対する「適応」を進めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 
  

温室効果ガスの増加 

  

温暖化による影響 

化石燃料使用による 

二酸化炭素の排出など 

気温上昇、 

降雨パターンの変化、 

海面水位上昇など 

自然環境への影響 

人間社会への影響 

緩和  

温室効果ガスの  
排出抑制  

被害の  
回避・軽減  

両輪 

２つの温暖化対策：「緩和」と「適応」 

気候要素の変化 

 図 1-1 「緩和」と「適応」 
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２ 気候変動に関する国内外の動き 

 

 （1）気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次評価報告書 

 「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」が平成 26（2014）年に公表した第５次評

価報告書においては、気候変動は自然及び人間社会に影響を既に与えており、今後、温暖

化の程度が増大すると、深刻で広範囲にわたる不可逆的な影響が生じる可能性が高まる

ことを指摘しています。 

 さらに、気候変動を抑制する場合には、温室効果ガスの排出を大幅に、かつ持続的に削

減する必要があることが示されるとともに、将来、温室効果ガスの排出量がどのような

シナリオをとったとしても、世界の平均気温は上昇し、21 世紀末に向けて気候変動への

影響が高まると予測しており、これに対処するためには、温室効果ガスの排出の抑制等

を行う「緩和」だけではなく、既に現れている影響や中長期的に避けられない影響に対し

て「適応」を進めることを求めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1-2 世界平均地上気温変化（1986～2005 年平均との差） 

          （出典：IPCC 第５次評価報告書 統合報告書 政策決定者向け要約） 

※RCP（Representative Concentration Pathway：代表的濃度経路）シナリオ 
 将来の温室効果ガスが安定化する濃度レベルと、そこに至るまでの経路のうち代表的なもの

を選び作られた仮定（シナリオ）。RCP2.6、4.5、6.0、8.5の４つのシナリオがある。1986～2005

年と比較した21世紀末（2081～2100年）の世界平均気温上昇量は、最も厳しい温暖化対策を取

った場合のシナリオであるRCP2.6で 1.0℃、RCP4.5で 1.8℃、RCP6.0で 2.2℃、RCP8.5で 3.7℃

と予測している。 

 

 （2）パリ協定の採択 

 平成 27（2015）年 12 月、フランスのパリで開催された国連気候変動枠組条約第 21 回

締約国会議（COP21）では、2020 年以降の新たな国際的枠組みとなる「パリ協定」が採択

され、地球の平均気温の上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分に下方に抑えるとと

もに、1.5℃に抑える努力を追求することなど「緩和」に関する事項に加え、「適応」の

長期目標の設定、各国の適応計画策定プロセスや行動の実施、適応報告書の提出等が盛

り込まれました。 

 また、平成 30（2018）年 12 月、ポーランドのカトヴィツェで開催された第 24 回締約
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国会議（COP24）では、温室効果ガス排出量目標の設定や報告に関する詳細なルールなど

の協定の本格運用に向けた実施指針について合意がなされました。 

 

 （3）IPCC「1.5℃特別報告書」の公表 

 IPCC は、COP21 における国連気候変動枠組条約（UNFCCC）からの要請に基づき、1.5℃の

気温上昇に係る影響や関連する地球全体での温室効果ガス排出経路に関する特別報告書、

いわゆる「1.5℃特別報告書」を平成 30（2018）年 10 月に公表しました。 

  この報告書では、地球温暖化が現在のペースで進めば、世界の平均気温は 2030 年から

2052 年の間に産業革命以前よりも 1.5℃高い水準に達する可能性が大きいことや、気温上

昇を 1.5℃に抑えるためには、2030 年までに二酸化炭素排出量を 2010 年比で約 45％減少、

2050 年前後には正味ゼロにする必要があると指摘しています。 

 

 （4）国における適応の取組 

 我が国においても、これまで気候変動及びその影響に関する観測・監視や予測・評

価、調査研究が進められてきましたが、これまでの科学的知見を活用し、政府の適応計

画策定に向け、中央環境審議会において、幅広い分野の専門家の参加による気候変動の

影響の評価が行われ、平成 27（2015）年３月、「日本における気候変動による影響の評

価に関する報告と今後の課題について」として環境大臣に対する意見具申が行われまし

た。 

 この意見具申において、我が国では、気温の上昇や大雨の頻度の増加、降水日数の減少、

海面水温の上昇等が現れており、高温による農作物の品質の低下、動植物の分布域の変化

など、気候変動の影響がすでに顕在化していること、今後、さらなる気温の上昇や大雨の

頻度の増加、降水日数の減少に加え、大雨による降水量の増加、台風の最大強度の増加、

海面の上昇等が生じ、農業や林業、水産業、水環境、水資源、自然生態系、自然災害、健

康などの様々な面で影響が生じる可能性があることが明らかにされました。 

 こうした気候変動による様々な影響に対し、政府全体として整合のとれた取組を計画的

かつ総合的に推進するため、目指すべき社会の姿や対象期間・進め方等の基本的考え方を

はじめ、分野別施策の基本的方向や基盤的・国際的施策を定めた「気候変動の影響への適

応計画」が平成 27（2015）年 11 月政府として初めて閣議決定されました。 

  また、適応策の実効性を高め、多様な関係者の連携・協働により取組を進めるため、「気

候変動適応法」が平成 30（2018）年６月に公布され、同年 12 月に施行されました。法で

は、国や地方公共団体、事業者など各主体が担うべき役割を明確化し、国は、農業や防災

等の各分野の適応を推進するための「気候変動適応計画」の策定（同年 11 月閣議決定）

や、情報基盤の整備・技術的支援などを行うとともに、地方公共団体による「地域気候変

動適応計画」の策定や適応の情報収集・提供を行う拠点となる「地域気候変動適応センタ

ー」の確保のほか、国と地方公共団体等が連携して地域の適応策を推進するための「広域

協議会」の組織化など、地域での適応の強化について規定されています。 
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３ 計画策定の趣旨、位置付け等 

 

 （1）計画策定の趣旨 

 気候変動による影響は、例えば気温は高緯度の地域でより上昇が大きいといわれ、我

が国で最も高緯度に位置する本道においては、基幹産業である農林水産業などへの影響

が大きいことが予想されており、地域におけるリスクマネジメントの視点で、本道の産

業や道民の安全・安心、健康、財産等を守るため、「適応」の取組を着実に推進していく

ことが必要となっています。 

 道においては、これまで平成 22（2010）年５月に策定した「北海道地球温暖化対策推

進計画」に基づき、ソフトとハードの両面から温室効果ガスの排出を抑制する「緩和」の

取組とともに、気候変動により想定される災害や食料、健康などの様々な面での影響へ

の「適応」を進めるため、平成 30 年（2018）９月に本道における「適応」の取組の基本

的な考え方を示す「北海道における気候変動の影響への適応方針」を策定し、これに基づ

図 1-3 気候変動適応法の概要（環境省作成資料） 
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き取組を進めてきたところですが、同年 12月に施行された「気候変動適応法」の趣旨を

踏まえ、本道の地域特性や社会情勢の変化などに応じて「適応」の取組を加速するととも

に総合的かつ計画的に施策を推進するため、この度、「北海道気候変動適応計画」を策定

することとしました。 

  道としては、道民や事業者の方々が将来に向けて地域で持続可能なくらしと経済活動

を営んでいけるよう、多様な関係者の連携の下、「緩和」と「適応」を両輪とした地球温

暖化対策を、より一層推進していきます。 

 

 （2）計画の位置付け 

○ 本計画は、気候変動適応法第 12 条に基づく「地域気候変動適応計画」として位置付

けます。 

○ 北海道環境基本条例に基づき、環境の保全及び創造に関する長期的な目標及び施策

の基本的事項について定めた北海道環境基本計画の個別計画として位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 「北海道気候変動適応計画」の位置付け 

 

● 温室効果ガスの排出を抑制する「緩和」の取組の推進 

地球温暖化は、予想される影響の大きさや深刻さから、最も重要な環境問題の一つです。 

産業革命以降、石炭や石油などの化石燃料の大量使用により、二酸化炭素の排出量は急

速に増加し、国連環境計画（UNEP）が令和元年 11 月に公表した報告書によると、平成

30 年（2018 年）における世界の温室効果ガス排出量は、二酸化炭素換算で過去最大の 553

億トンに上りました。 
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○  平成 27（2015）年９月に国連で採択された「我々の世界を変革する：持続可能な開発

のための 2030 アジェンダ」においては、国際社会全体の「持続可能な開発目標（SDGs

（Sustainable Development Goals））」として 17の目標が掲げられており、「適応」に

関するものとしては「目標 13．気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じ

る」などが挙げられ、本計画は、それらの目標達成に資するものです。 

 

 

道では、平成 22 年（2010 年）に策定した「北海道地球温暖化対策推進計画」に掲げる

「低炭素型ライフスタイル・ビジネススタイルへの転換」、「地域の特性を活かした環境に

やさしいエネルギーの導入等」、「二酸化炭素吸収源としての森林の整備・保全等の推進」

の３つの重点施策に基づき、温室効果ガスの排出を抑制する「緩和」の取組を推進してい

ます。 

近年の台風の相次ぐ上陸・接近や短時間強雨の頻発などの異常気象は、地球温暖化の影

響とも指摘されており、本道は、積雪寒冷な気候条件や広域分散の地域特性などにより、

全国と比較して化石燃料への依存度が高いことから、気候変動の影響への「適応」の取組

を推進するとともに、「緩和」の取組についても、行政と道民・事業者・関係団体の方々が

連携・協働しながら積極的に取り組んでいくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青色は月平均濃度。赤色は季節変動を除去した濃度 

出典：気象庁ホームページ 

 

地球全体の二酸化炭素の経年変化 
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●気候変動適応とSDGsの目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成27（2015）年９月、国連で150を超える加盟国首脳が参加の下「持続可能な開発のための2030アジェンダ」

が全会一致で採択され、その中核として17の目標と169のターゲットからなる「持続可能な開発目標（SDGs）」が

掲げられました。 

 SDGsは2000年に採択された「ミレニアム開発目標（MDGs）」の理念を取り込みつつ新たに策定されたものです。

MDGsが主に開発途上国における目標を前面に出していたのに対し、SDGsは先進国を含む全ての国々の取組目標を定

めており、全世界共通の目標として、貧困の撲滅など、誰一人取り残さない、包摂的な世界の実現を目指すことを

理念に掲げています。 

 SDGsに法的拘束力はありませんが、かけがえのない地球環境を守り、多様性と包摂性のある社会の実現に向け、

その達成に向けた取組が広がっており、道においても平成30（2018）年12月に「北海道SDGs推進ビジョン」を策定

し、北海道全体でのSDGsの推進を図っています。 

 SDGsの目標のうち、気候変動適応に関連するものとして、「13 気候変動」をはじめ、「２ 食料」「３ 保健」

「６ 水と衛生」「７ エネルギー」「９ インフラ、産業化、イノベーション」「11 持続可能な都市」「12 持続

可能な生産と消費」「14 海洋資源」「15 陸上資源」などが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （3）計画の期間 

 本計画の期間は、国の「気候変動適応計画」に準じて、21 世紀末までの長期的な展望

を意識しつつ、今後おおむね５年間とし、国の動向や社会経済情勢の変化及び気候変動

による影響を勘案し、必要に応じて見直します。 
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第２章 本道の地域特性 

 

  本道の地域特性について、「地理的特性」、「経済・産業的特性」、「社会的特性」の３

つの観点から取りまとめると、次のとおりとなります。 

 

１ 地理的特性 

 

 〈地勢〉 

○  日本列島の最北（北緯 41度 21 分～45度 33 分）に位置し、面積は 83,424 ㎢（平成 28

年 10 月 1日現在）で、国土の 22.1％を占めています。 

○  山地が全体のほぼ半分を占めていますが、全国と比較すると山地や傾斜地が少なく、

なだらかな土地が多いのが特徴です。 

○  河川は、321 水系、2,025 河川、延長約 15,400km の河川（平成 31 年３月現在、河川法

河川及び準用河川）のほか、それ以外の普通河川も 14,600 程度あり、概ね良好な水質を

維持しています。 

○ 周囲は、太平洋、日本海、オホーツク海に囲まれ、対馬海流とリマン海流、日本海流と

千島海流がそれぞれ交差しているため、世界有数の漁場となっています。 

 

 〈自然・気候〉 

○  四季の変化がはっきりしており、独自の自然と文化を持っています。 

○  自然に恵まれ、６つの国立公園と５つの国定公園、12の道立自然公園があり、その総

面積は約 8,700 ㎢で、本道全体の約１割を占めます。 

○  年平均気温は６～10℃程度、年平均降水量は 700～1,700 ㎜程度で、冷涼低湿な気候で

すが、地域によってかなり違いがあります。 

 

２ 経済・産業的特性 

 

 〈経済・産業構造〉 

○  道内総生産の産業別構成比は、第１次産業が 4.3％、第２次産業が 17.4％、第３次 

産業が 78.3％で、全国と比べ第１次産業と第３次産業が高くなっています。 

 本道の地勢や冷涼な気候、３つの特性ある海が、第１次産業である農業・林業・水産業

を育て、その各産業から生まれる良質な食資源が、国内外からの多くの観光客を本道に

誘引しています。さらには、様々な自然公園等に生息する動植物、厳しい冬の町並みを

覆う雪景色、良質なパウダースノーを活かしたスキーリゾート、道東に現れる流氷など、

国内でも本道でしか体験できない貴重な自然の素材が多くの観光客を魅了するなど、サ

ービス業を含む第３次産業をも育んでいます。 

  産業構造の近年の構成は次のとおりです。 
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 〈農業〉 

○  平成 30 年の耕地面積は約 115 万 ha で、全国の 

1/4 を占めています。 

○  主業農家率は 72.9％と他の都府県の 20.0％ 

を大きく上回り、専業的な農家が大規模で生 

産性の高い土地利用型農業を展開しています。 

○  平成 29 年の農業産出額は１兆 2,762 億円と全 

国の約 14％を占めるほか、多くの農畜産物が 

全国第１位の生産量となっています。 

 

 

 〈林業〉 

 ○  森林面積は約 554 万 ha（平成 30年４月現在） 

  で、道内の土地面積（北方領土を除く）の 71％、 

  全国の森林面積の 22％を占めています。 

  ○  林種別では、天然林が 68.6％と最も多く、 

  次いで人工林 26.8％、無立木地・その他 4.6 

％となっており、天然林の多さが特徴です。 

  ○  平成 29年度の木材供給量は、道産材が 460 

万㎥、輸入材が 308 万㎥となっており、道産 

材自給率は 59.9％となっています。 

農林水産業

1.1 

農林水産業
4.3 

製造業

20.4 

製造業

10.3 

建設業

5.5 

建設業

7.0 

鉱業

0.1 

鉱業

0.1 

卸売・小売業

13.9 

卸売・小売業

12.8 

保健衛生・社会事業

6.8 

保健衛生・社会事業

9.8 

運輸・郵便業

5.1 

運輸・郵便業

7.5 

専門・科学技術、業務支援サービス業

7.3 

専門・科学技術、業務支援サービス業

7.3 

公務 5.0 

公務 7.2 

教育

3.6 

教育

4.4 

その他の第３次産業

30.4 

その他の第３次産業

28.4 

全国(2015暦年)

北海道(2015年度)

第3次産業第2次産業第1次産業

図3-1 道内総生産の産業別構成比
注：輸入品に課せられる税・関税等を除いているため、構成比の合計は100％とならない

資料：「平成27年度道民経済計算確報」（北海道経済部）、「平成27年度国民経済計算年報」（内閣府）

図 2-2 農業産出額 

農林水産省「平成 29 年度生産農業所得統計」 

人工林

149.29万ha

天然林

379.44万ha

その他

25.79万ha

林種別

合計

約554万ha

図 2-1 道内総生産の産業別構成比 

注：輸入品に課される税・関税等を除いているため、構成比の合計は 100％とならない 

資料：「平成 27 年度道民経済計算確報」（北海道経済部）、「平成 27 年度国民経済計算年度」（内閣府） 

 

 

図 2-3 森林面積 

北海道水産林務部「平成 29 年度北海道林業統計」 
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 〈水産業〉 

○  平成 29 年の海面漁業・養殖業の生産量は 91万 t、

2,785 億円で、都道府県別で第１位の生産規模とな

っており、魚種別では、ホタテガイやスケトウダラ

などが都道府県別で第１位の生産となっています。 

○  水産加工業における出荷額は、7,405 億円で、全国

の 21.1％を占めており、漁業生産と合わせて水産業

は本道の基幹産業の一つとなっています。 

 

 〈観光〉 

○  平成 29年度の観光入込客数（実人数）は 5,610 万人、訪日外国人来道者数は 279 万人

となっています。 

○  道民、道外客、外国人来道者による総観光消費額は年間約１兆 4,300 億円にのぼり、生

産誘発額は約２兆 900 億円と推計されます。 

 

 

３ 社会的特性                                                             

  

〈生活・健康〉 

○  本道は、他の都府県に比べ、広大な土地に人口や産業拠点、主要観光地などが分散し、

各地域の主要都市間の距離が長いことが大きな特徴となっています。道民の日常生活を

支えるとともに、本道の産業や観光の振興、さらには災害時における円滑な復旧活動の

推進などに向け、道路網の整備など交通ネットワークの形成・充実が進められています。 

○ 農山漁村などの集落が 3,600 を超えており、高齢者の割合が人口の 50％を超える集落

が 900 以上あります。 

○  道内の水道普及率は 97.9％（平成 28年度）で、全国水準（97.9％）に達しており、近

年はほぼ横ばいで推移しています。 

○  下水道処理人口普及率は 91.0％（平成 29年度末現在）となっており、全国で第６位と

なっています。 

図 2-4 海面漁業・養殖業の生産量  

北海道水産林務部「平成 29 年北海道水産現勢」  

(生体重量 ) 

中国

666,000 人
23.9%

韓国

639,400 人
22.9%

台湾

614,800 人
22.0%

香港

203,200 人
7.3%

タイ

159,400 人
5.7%

マレーシア

124,000 人
4.4%

シンガポール

69,300 人
2.5%

その他

316,000 人
11.3%

訪日外国人来道者数（実人数）

道央圏

8,060 万人
55.3%

道北圏

2,293 万人
15.7%

道南圏

1,274 万人
8.7%

十勝圏

1,042 万人
7.1%

釧路・根室圏

1,000 万人
6.9%

オホーツク圏

906 万人
6.2%

圏域別観光入込客数（延べ人数）

図 2-5 観光入込客数、訪日外国人来道者数  

北海道経済部「北海道観光入込客数調査［平成 29 年度］」 
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第３章 気候の長期変化と将来見通し 

本章は、「１ 気候の長期変化」について、札幌管区気象台発行「北海道地方の気候変化（第２版）」を基 

に、同気象台提供の観測値(海面水温は2017年、気温・降水等は 2018年までの観測値)を反映して作成。    

「２ 気候変化の将来見通し」については、地球温暖化による影響がもっとも大きく現れる場合の情報を示

すため、同気象台発行「北海道地球温暖化予測情報」を基に、RCP8.5 シナリオ※に基づく予測結果を掲載。 
 
※RCP8.5シナリオ：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次評価報告書で用いられた４つの温 

室効果ガスの濃度変化シナリオのうち、最も温室効果ガスの排出が多いシナリオ。 

現時点を超える政策的な緩和策を行わないことを想定。 

 

１ 気候の長期変化 

 

  本道は、温帯気候の北限から冷帯気候の南限に位置し、冬季は大陸からの寒冷な気団が、

夏季には北太平洋の温暖な気団が流入します。このため夏と冬で気温の差が大きく、周囲の

海水温が低いことも影響して、年平均気温も、ほぼ同緯度の大陸西岸より低いこと及び温暖

湿潤気候である本州より年間を通じて気温と湿度が低いことが特徴で、四季の変化も明瞭

といわれています。 

 また、大雪山系や日高山脈などにより本道は大きく３つの地域に分けられ、太平洋・日本

海・オホーツク海という、特性の異なる３つの海に囲まれていることから、地域によって気

候特性が大きく異なります。 

 

（1）気温   

                      

 

   

 

道内７地点（旭川、網走、札幌、帯広、根室、寿都、

函館）を平均した年平均気温は、1898 年から 2018 年

にわたり 100 年当たりでおよそ 1.60℃の割合で上昇

しており、20 世紀後半以降に着目すると、1960 年代後

半から 1980 年代半ばまでのやや低温の時期を経て、

1990 年頃に急速に気温が上昇しており、顕著な高温を

記録した年は概ね 1990 年以降に集中しています。 

 また、1898 年から 2018 年までの気温の変化率では、全ての季

節において日最高気温よりも日最低気温が大きくなっています。 

夏日（日最高気温が 25℃以上）、真夏日（同 30℃以上）、冬

日（日最低気温が０℃未満）、真冬日（日最高気温が０℃未満）

をみると、1931～2018 年の間いずれも観測データがあり、移転

による影響を含まない５地点（網走、札幌、帯広、根室、寿都）

の平均では、夏日と真夏日の日数に変化傾向は見られない一方

で、冬日と真冬日は減少しています。 

  ◇ 道内の平均気温は、過去100年でおおよそ1.60℃上昇している 

 ◇ 日最低気温の変化率が大きい 

 ◇ 冬日・真冬日の日数が減少している 

図 3-1 北海道 7 地点（旭川、網走、札幌、

帯広、根室、寿都、函館）を平均し

た年平均気温の経年変化（1898～

2018 年、単位:℃） 

細線（黒）は北海道 7 地点での年平均気温
の基準値からの偏差を平均した値を示し
ている。太線（青）は偏差の 5 年移動平均
を示し、直線（赤）は長期的な変化傾向を
示す。基準値は 1981～2010 年の 30 年平
均値。なお、7 地点のうちのいずれかにお
いて観測場所の移転があった年について
は横軸上に▲で示し、移転前のデータを補
正して利用している。 
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（2）降水   

 

国内の長期変化傾向解析に用いた道内６地点（旭川、網

走、札幌、帯広、根室、寿都）を平均した年降水量には、

1898～2018 年の間で長期変化傾向は見られません。地

点別で見た場合、札幌のみ増加傾向が明瞭に現れ、国内

で見られた 1920 年代及び 1950 年代の多雨期が本道で

も見られる一方、1900 年代の少雨期は本道だけに見ら

れます。また、1970 年代以降は年降水量の年ごとの変動 

幅が大きくなっています。日降水量が 100 ㎜を超える事 

例は少なく、上記６地点を平均した日降水量 50㎜以上及 

び 70㎜以上の年間日数について長期変化傾向を調べると 

ともに増加傾向が見られます。 

また、地域気象観測所（アメダス）の 1979 年以降のデータによると、１時間降水量 30 ㎜

以上の短時間強雨の年間発生回数に増加傾向が見られます。ただし、アメダスの観測期間は

比較的短いため、長期変化傾向を確実に捉えるためには今後のデータの蓄積が必要です。 

 

（3）最深積雪   

 

 

 日本海側の８地点（稚内、留萌、旭川、札幌、岩見沢、寿都、江差、倶知安）を平均した

年最深積雪は減少傾向が明瞭に現れています。 

 

 

 

 

 

  ◇ 道内の年降水量は、過去100年で大きな変化はみられない 

 ◇ 日降水量50mm以上及び70mm以上の年間日数は増加傾向がみられる 

  ◇ 日本海側では最深積雪が減少傾向にあることが明瞭に現れている 

図 3-2 北海道 5 地点（網走、札幌、帯広、根室、寿都）で平均した夏日、真夏日、冬日、真冬日の 1 地点あ
たり年間日数の経年変化（1931～2018 年、単位：日） 

左図は夏日（緑）、真夏日（茶）の経年変化を、右図は冬日（緑）及び真冬日（青）の経年変化をそれぞれ示す。
細線は各年の値を、太線は 5 年移動平均をそれぞれ示し、直線（赤）は期間にわたる変化傾向を示す。なお、
真夏日の日数は夏日の日数に、真冬日の日数は冬日の日数にそれぞれ含まれる。 

図 3-3 北海道 6 地点（旭川、網走、札幌、帯広、
根室、寿都）を平均した年降水量の経年変
化（1898～2018 年、単位：mm） 
 

棒グラフは各観測地点での年降水量の基準値か
らの偏差を平均した値を示している。青線は偏差
の 5 年移動平均を示す。基準値は 1981～2010 年
の 30 年平均値。 

図 3-4 北海道日本海側 8 地点（稚内、留萌、旭川、札幌、
岩見沢、寿都、江差、倶知安）を平均した年最深積
雪平年比の経年変化（1962～2018 年、単位：%） 

観測点ごとに年最深積雪の 1981～2010年平均に対する比
を求め、地域内の全地点を平均した値を示している。青線
は偏差の 5 年移動平均を、赤線は期間にわたる変化傾向を
示している。なお、棒グラフは比の基準値（100%）からの
差を示し、 緑（黄色）の棒グラフは基準値から増えている
（減っている）ことを示している。 
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（4）海面水温 

 

  ◇ 釧路沖、三陸沖、日本海中部において、海面水温が上昇傾向にある 

 

 釧路沖では、長期的に海面水温が上昇しており、三陸沖でも

上昇傾向が明瞭に現れています。これらの海域の平均海面水温

には、長期変化傾向に加えて十年程度の時間スケールの変動が

見られます。 

 日本海中部では、長期的に海面水温が上昇しており、その上

昇率は世界の平均海面水温の上昇率の約３倍となっています。 

 

 

                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-6 各海域における年平均海面水温の経年変化（単位：℃）  

細線は各海域における年平均海面水温の基準値からの偏差を示している。太線 (青 )は偏差の 5
年移動平均を示し、直線 (赤 )は長期的な変化傾向を示す。基準値は 1981～ 2010 年の 30 年平均
値。統計期間の開始年はそれぞれ 1901 年（日本海北東部）、 1907 年（日本海中部）、 1964 年
（網走沖）、 1908 年（釧路沖）、 1911 年（三陸沖）、統計期間の終了年はいずれも 2018 年。  

図 3-5  海面水温の領域平均に用いた海域区分 
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（5）流氷   

 

  ◇ 網走では、流氷期間が短くなっている 

 ◇ 稚内、釧路では、流氷が観測されない年が連続して発生している 

 

  流氷期間（流氷初日から流氷終日までの期間）は、年ご

との変動幅が大きく、網走では 1946 年から 2018 年にわた

って流氷期間が 10 年あたり 4.3 日の割合で短くなってお

り、稚内及び釧路では流氷が観測されない年が 1990 年頃

から連続して現れています。 

 また、網走における 2018 年までの観測では流氷初日や

接岸初日(1959 年以降)は遅くなる傾向（流氷初日：10 年あ

たり 1.4 日、接岸初日：10 年あたり 2.1 日）にあり、流氷

終日や海明け(1956 年以降)は早くなる傾向（流氷終日：10

年あたり 2.9 日、海明け：10 年あたり 2.4 日）にあります。 

 

（6）開花日など   

 

 

 

 

 道内のさくらの開花日は、道内８箇所の観測対象地点（稚内、旭川、網走、札幌、帯広、

釧路、室蘭、函館）での開花日を平均すると、年ごとの違いが大きいものの、1953 年から

2018 年にわたり、10 年で 1.1 日の割合で早くなっています。 

 また、かえでの紅葉（黄葉）は、観測対象地点のうち、観測回数が 30回を超える４地点

（札幌、帯広、釧路、函館）を平均した紅葉日は、1953 年から 2018 年にわたって 10 年あ

たり 2.7 日の割合で遅くなっています。 

  ◇  さくらの開花日が10年で1.1日の割合で早くなっている 

 ◇ 紅葉は10年で2.7日の割合で遅くなっている  

図 3-7 網走における流氷期間の経年変化  
   （ 1946～ 2018 年、単位：日）  
折れ線（青）は 5 年移動平均を、直線（赤）
は期間にわたる変化傾向をそれぞれ示す。  

図 3-8 北海道 8 地点（稚内、旭川、網走、
札幌、帯広、釧路、室蘭、函館）を平
均 し た さ く ら の 開 花 日 の 経 年 変 化
（ 1953～ 2018 年、単位：日）  

細線（黒）は平年差（観測地点で現象を観測
した日の平均値（ 1981～ 2010 年の平均値）
からの差を平均した値）を示している。太線
（青）は平年差の 5 年移動平均を、直線（赤）
は長期的な変化傾向をそれぞれ示す。  

図 3-9 北海道 4 地点（札幌、帯広、釧路、
函館）を平均したかえでの紅葉日の
経年変化（ 1953～ 2018 年、単位：日） 

細線（黒）は平年差（観測地点で現象を観測
した日の平均値（ 1981～ 2010 年の平均値）
からの差を平均した値）を示している。太線
（青）は平年差の 5 年移動平均を、直線（赤）
は長期的な変化傾向をそれぞれ示す。  
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２ 気候変化の将来見通し                                                

                                                                               

 （1）気温   

 

 21 世紀末（2076 年～2095 年）における北海道の平均気温は、

20 世紀末（1980～1999 年）を基準として 5.0℃程度の上昇が見

られ、日本海側や太平洋側と比べてオホーツク海側の上昇がわ

ずかに大きくなっています。また、日最高気温に比べて日最低

気温の上昇が大きくなっており、冬の日最低気温は本道全体で

6.1℃程度の上昇がみられ、特にオホーツク海側の上昇が大き

いことが予測されています。 

 夏や冬の変化をみると、夏日の年間日数は 20世紀末に比べ

て約 52 日増加し、日本海側ではさらに多く増加することが予

測されています。真夏日になる日は全国ほどには増加しない

ものの、年間日数は約 21日増加する予測となっています。 

 

 

 

 

 

 

一方、冬日の年間日数は 20 世紀末に比べて約 58 日減少することが予測され、真冬日の

年間日数も約 51 日減少することが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◇ 21世紀末の平均気温は、20世紀末を基準に5.0℃程度上昇が見られ、冬の日最低気温

は6.1℃程度の上昇がみられる 

 ◇ 夏日は年間で約52日増加、冬日は年間で約58日減少する 

図 3-11 全国及び北海道の地域別の夏日・真夏日の日数の変化（単位 :日）  
赤色の棒グラフは 20 世紀末の気候に対する 21 世紀末の気候の増加量を、灰色の棒グラフは各地域の
現在（平年値）を、細い縦線は 21 世紀末の気候の年々変動の幅（標準偏差）を示している。  

図 3-10  北 海 道 の 年 平 均 気 温 の 変 化
（ 21 世紀末の気候と 20 世紀
末の気候との差、単位：℃） 

図 3-12 全国及び北海道の地域別の冬日・真冬日の日数の変化（単位 :日）  
赤色（斜線）の棒グラフは 20 世紀末の気候に対する 21 世紀末の気候の減少量を、灰色の棒グラフは各地域の現在（平年
値）を、細い縦線は 21 世紀末の気候の年々変動の幅（標準偏差）を示している。 
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 （2）降水   

 

 

 

           

本道の年降水量は 21 世紀末に概ね 10％増加すると予測され、地域ごとに見ると、日本海

側、太平洋側で増加すると予測されていますが、オホーツク海側では変化傾向は明瞭ではあ

りません。 

 また、日降水量 100 ㎜以上の年間発生日数及び１時間降水量 30 ㎜以上、50 ㎜以上の年間

発生回数は増加すると予測され、地域毎にみても各地域で増加傾向を示しており、21 世紀

末には大雨や短時間強雨の頻度が増加することが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇  年降水量は21世紀末で概ね10％増加、地域毎では日本海側、太平洋側で増加する 

◇ 21世紀末には大雨や短時間強雨の頻度が増加する  

図 3-14 北海道の年降水量の変化  
    （単位： mm）  
棒グラフは 20 世紀末の気候に対する 21
世紀末の気候の変化量を、細い縦線は現
在気候と将来気候の年々変動の幅（標準
偏差）を示している。  

図 3-13 北日本の年降水量の変化（ 21 世紀  
末の気候の 20 世紀末の気候に対す  
る比、単位： %）  

20 世紀末の気候に対する 21 世紀末の気候の
変化率。青系の色は増加、茶系の色は減少す
ることを示す。  

図 3-15 地域別の日降水量 100mm 以上の年間発生日数の変化（単位 :日）  
    及び 1 時間降水量 30mm 以上の年間発生回数の変化（単位：回）  

青色の棒グラフは 21 世紀末における発生回数を、灰色の棒グラフは 20 世紀末における発生回
数を、細い縦線は 20 世紀末の気候と 21 世紀末の気候の年々変動の幅（標準偏差）を示してい
る。  
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（3）積雪と降雪  

 

 

      

 

本道の年最深積雪は、全体的には減少すると予測され、地域別では太平洋側の減少率がや

や大きくなっています。内陸部では減少率が小さくなっていますが、沿岸部と比べてより寒

冷な内陸部では、地球温暖化がある程度進行した場合でも沿岸部と比べて降雪が積雪とし

て持続しやすいこと等が要因と考えられます。 

また、年降雪雪は、全体的には減少すると予測され、地域別では太平洋側の減少率がやや

大きくなっています。内陸部では減少率が小さくなっていますが、沿岸部 と比べてより寒

冷な内陸部では、地球温暖化がある程度進行した場合でも降雪が降水に変わる割合が沿岸

部と比べて少ないこと等が要因と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  ◇  年最深積雪は、各地域で減少する。 

 ◇ 年降雪量は、各地域で減少する。   

図 3-16 年最深積雪の変化（単位：cm） 
変化率を示す。  

図 3-17 全国及び北海道の年最深積雪  
の変化（単位： cm）  

棒グラフは変化率を、細い縦線は 20 世紀末
の気候と 21 世紀末の気候の年々変動の幅
（年々の値が約 68％の確率で出現する幅）
を示している。  

図 3-19 北海道の年降雪量の変化  
    （単位： cm）  
棒グラフは変化率を、細い縦線は 20 世紀末
の気候と 21 世紀末の気候の年々変動の幅
（年々の値が約 68％の確率で出現する幅）を
示している。  

図 3-18 年降雪量の変化（単位： cm） 
変化率を示す。  
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第４章 気候変動による影響 

 

１ 国による影響評価結果 

 

  気候変動による影響評価については、平成 27（2015）年３月に国の中央環境審議会が「日本

における気候変動による影響の評価に関する報告と今後の課題について」（以下、「気候変動

影響評価報告書」という。）として取りまとめています。 

  この報告書では、「農業・林業・水産業」、「水環境・水資源」、「自然生態系」、「自然

災害・沿岸域」、「健康」、「産業・経済活動」、「国民生活・都市生活」の７つの分野につ

いて、「重大性」、「緊急性」、「確信度」の３点で評価しています。 

  評価項目は、前述のとおり７つの分野に分け、さらに 30の大項目、56 の小項目に整理して

おり、評価結果において「重大性が特に大きい」又は「緊急性が高い」項目に関しては、他の

項目よりも重点的に対策を行う必要があると考えられます。 

  このため、道における取組の方向性や分野を整理するにあたり、最初に「重大性が特に大き

い」又は「緊急性が高い」分野・項目を抽出することとしました。その結果は次のとおりです。 

 

 

分野
 

大項目
 

小項目
 国（中央環境審議会）評価 

重大性 緊急性 確信度 

農業・林業

・水産業 

 

 

 

 

 

 

 

農業 

 

 

 

 

 

水稲 ○ ○ ○ 

果樹 ○ ○ ○ 

麦、大豆、飼料作物等 ○ △ △ 

畜産 ○ △ △ 

病害虫・雑草 ○ ○ ○ 

農業生産基盤 ○ ○ △ 

林業 

 

木材生産（人工林等） ○ ○ □ 

特用林産物（きのこ類等） ○ ○ □ 

水産業 

 

回遊性魚介類（魚類等の生態） ○ ○ △ 

増養殖等 ○ ○ □ 

○ 評価の観点 

   ・重大性：「社会」、「経済」、「環境」の３つの観点で評価 

   ・緊急性：「影響の発現時期」、「適応の着手・重要な意思決定が必要な時期」の２つの 

             観点で評価 

   ・確信度：IPCC第５次評価報告書と同様に「証拠の種類、量、質、整合性」、「見解の一致 

             度」の２つの観点で評価 

 

○ 影響評価の結果は、次の凡例により表記 

 

 

 

 

【重大性】 ○：特に大きい ◇：「特に大きい」とはいえない 

      －：現状では評価できない 

【緊急性】 ○：高い △：中程度 □：低い －：現状では評価できない 

【確信度】 ○：高い △：中程度 □：低い －：現状では評価できない 
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分野
 

 

大項目
 

 

小項目
 

 

国（中央環境審議会）評価 

重大性 緊急性 確信度 

水環境 

・水資源 

水環境 湖沼・ダム湖 ○ △ △ 

水資源 水供給（地表水） ○ ○ △ 

自然 

生態系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸域生態系 

 

 

 

 

高山帯・亜高山帯 ○ ○ △ 

自然林・二次林 ○ △ ○ 

人工林 ○ △ △ 

野生鳥獣による影響 ○ ○ － 

物質収支 ○ △ △ 

淡水生態系 

 

 

湖沼 ○ △ □ 

河川 ○ △ □ 

湿原 ○ △ □ 

沿岸生態系 温帯・亜寒帯 ○ ○ △ 

海洋生態系 ○ △ □ 

生物季節 ◇ ○ ○ 

分布・個体群の変動 ○ ○ ○ 

自然災害・

沿岸域 

 

 

 

 

 

河川 

 

洪水 ○ ○ ○ 

内水 ○ ○ △ 

沿岸 

 

 

海面上昇 ○ △ ○ 

高潮・高波 ○ ○ ○ 

海岸侵食 ○ △ △ 

山地 土石流・地すべり等 ○ ○ △ 

その他 強風等 ○ △ △ 

健康 

 

 

 

暑熱 

 

死亡リスク ○ ○ ○ 

熱中症 ○ ○ ○ 

感染症 節足動物媒介感染症 ○ △ △ 

その他（脆弱集団への影響） － ○ □ 

産業・経済

活動 

金融・保険 ○ △ △ 

観光業 レジャー ○ △ ○ 

国民生活・

都市生活 

 

都市インフラ、ラ

イフライン等 

水道・交通等 ○ ○ □ 

文化・歴史を感じ

る暮らし 

生物季節 ◇ ○ ○ 

伝統行事・地場産業等 － ○ □ 

その他 暑熱による生活への影響等 ○ ○ ○ 
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２ 本道において予測される影響等 

 

気候変動影響評価報告書では、気候変動により既に生じている、あるいは将来予測される影

響について項目毎に示しており、その中には本道にも該当すると考えられるものがあります。 

  先に、同報告書の影響評価結果において「重大性が特に大きい」又は「緊急性が高い」と

評価された分野・項目を抽出しましたが、これに沿って、同報告書や平成 30（2018）年２月

に関係府省庁により取りまとめられた「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート

2018」などを基に、本道で予測される影響等を取りまとめると、次のとおりとなります。 

  ただし、大項目の「農業」に係る影響予測については、北海道立総合研究機構農業研究本

部中央農業試験場が平成 23（2011）年 10 月に取りまとめた「戦略研究『地球温暖化と生産

構造の変化に対応できる北海道農林業の構築－気候変動が道内主要作物に及ぼす影響の予測

－』成果集」において、道内主要作物における 2030 年代の影響予測が示されており、この内

容等に沿って記載します。 

（◇：現在の影響、●：将来予測） 

分野 大項目 小項目 予測される影響等 

農業・林

業・水産

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水稲 

 

●出穂期の前進と登熟気温の増大により収量はやや増加し

アミロース含有率低下により食味向上 

果樹 

 

●果樹栽培に適した地域の拡大 

●醸造ワイン用ぶどう生産適地が広がる可能性 

麦、大豆、

飼料作物等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●小麦：収量は日射量低下で減少。生育後半の降水量増加

により、倒伏、穂発芽、赤かび病が発生し品質低下 

●大豆：収量は道央、道南の一部を除き増加。高温による

裂皮が発生し品質低下。病害虫被害拡大 

●小豆：収量は十勝、オホーツクで増加。道央、道南の一部

で小粒化により規格内歩留低下。病害虫被害拡大 

●てんさい：気温上昇により収量は増加するが、根中糖分

は低下。糖量はやや増加。病害多発 

◇ばれいしょ：土壌凍結深が浅くなり、前年の収穫時にこぼ

れた小イモの雑草化 

●牧草：収量は日射量低下で減少 

●飼料用とうもろこし：気温の上昇、昇温程度に合わせた品

種変更で収量は増加。病害多発懸念 

畜産 ●気温上昇による暑熱対策経費の増加 

病害虫・雑草 

 

 

 

 

 

 

◇道内未発生害虫の新たな発生 

●病害虫の発生増加や分布域の拡大による農作物への被害 

拡大、道内未発生の病害虫の侵入による重大な被害の発生 

●雑草の定着可能域の拡大や北上、雑草による農作物の生 

育阻害や病害虫の宿主となる等の影響 

●病原体を媒介する節足動物の生息域や生息時期の変化に 

よる動物感染症の疾病流行地域の拡大や流行時期の変化

海外からの新疾病の侵入等 
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分野 大項目 小項目 予測される影響等 

（農業・

林業・水

産業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（農業） 

 

 

 

農業生産基盤 

 

 

 

◇降水量に関して、多雨年と渇水年の変動幅の拡大、短期間強雨の

増加 

●融雪の早期化や融雪流出量の減少による農業用水の需要

への影響 

●降水量、降水強度の増加に伴う農地等の排水対策への影響 

林業 

 

 

 

木材生産 

(人工林等) 

●降水量の増加等による植生変化に伴う人工林施業への影響 

●病虫獣害の発生・拡大による材質悪化 

特用林産物 

(きのこ類等) 

〈本道に関連する記述なし〉 

 

水産業 

 

 

 

 

 

 

回遊性魚介

類（魚類等の

生態） 

 

◇ブリ、スルメイカの分布・回遊域の変化 

●シロザケの生息域減少 

●ブリ、ニシン、マイワシの分布域の北への拡大・移動、スルメイ 

カの分布密度低下、サンマの成長鈍化と産卵量の増加 

増養殖等 

 

 

●海洋の酸性化による貝類養殖への影響 

●藻類の種構成や現存量の変化によって、アワビ、ウニ等 

の磯根資源が減少 

水環境・

水資源 

 

 

水環境 湖沼・ダム湖 ●多目的ダムのうち、富栄養湖に分類されるダムが増加 

水資源 

 

 

水供給（地表

水） 

 

●渇水が頻発化、長期化、深刻化、さらなる渇水被害の発生 

●農業用水の需要への影響 

●日本海側の多雪地帯での河川流況の変化 

自然生態

系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸域生態系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高山帯・亜高

山帯 

 

 

◇融雪時期の早期化等による植生の衰退や分布の変化 

●高山帯・亜高山帯の植物種の分布適域の変化や縮小、融

雪時期の早期化による高山植物の個体群の消滅や高山植

物を利用する他の生物の絶滅 

自然林・二

次林 

 

◇落葉広葉樹から常緑広葉樹への置き換わりの可能性 

●冷温帯林の分布適域の減少、暖温帯林の分布適域の拡大 

●マダケ属の分布適域の拡大 

人工林 ●森林病害虫の新たな発生・拡大の可能性 

野生鳥獣に

よる影響 

 

 

◇エゾシカ等の分布拡大 

●積雪期間の短縮等によるエゾシカなど野生鳥獣の生息域

拡大 

●渡り鳥の飛行経路や飛来時期の変化による鳥インフルエ

ンザの侵入リスクへの影響 

物質収支 〈本道に関連する記述なし〉 

淡水生態

系 

 

 

 

 

 

湖沼 

 

●鉛直循環の停止・貧酸素化、これに伴う貝類等の底生生

物への影響、富栄養化 

河川 

 

●冷水魚が生息可能な河川が分布する国土面積の減少 

●陸域生態系からの窒素やリンの栄養塩供給の増加 

湿原 

 

 

◇降水量の減少や湿度低下、積雪深の減少による乾燥化 

●降水量や地下水位の低下による高層湿原における植物群

落（ミズゴケ類）への影響 
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分野 大項目 小項目 予測される影響等 

（自然生

態系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（淡水生態

系） 

（湿原） 

 

●流域負荷（土砂や栄養塩）に伴う低層湿原における湿地性草本 

群落から木本群落への遷移等 

沿岸生態

系 

温帯・亜寒

帯 

◇●海水温の上昇に伴う低温性の種から高温性の種への遷移 

●コンブ類の生息域の減少 

海洋生態系 

 

 

 

◇オホーツク海の最大海氷域面積（海氷域が年間で最も拡大した

半旬の海氷域面積）の長期的な減少 

●１～４月にかけてのオホーツク海の海氷域面積の減少 

●３月頃にみられる最大海氷域面積の減少 

生物季節 ◇●植物の開花の早まりや動物の初鳴きの早まりなど 

分布・個体群の変動 

 

 

 

◇●分布域の変化やライフサイクル等の変化 

●種の移動・局地的な消滅による種間相互作用の変化、生育地の

分断化などによる種の絶滅 

●外来種の侵入・定着率の変化 

自然災害

・沿岸域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川 

 

 

 

 

 

 

 

洪水 

 

 

 

◇時間雨量50mmを超える短時間強雨等による甚大な水害（洪水、

内水、高潮）の発生 

●洪水を起こしうる大雨事象が増加、施設の能力を上回る外力に 

よる水害が頻発 

内水 

 

 

 

◇時間雨量50mmを超える短時間強雨等による甚大な水害（洪水、

内水、高潮）の発生 

●洪水を起こしうる大雨事象が増加、施設の能力を上回る外力に

よる水害が頻発 

沿岸 

 

 

 

 

 

 

 

 

海面上昇 ●温室効果ガスの排出を抑えた場合でも一定の海面上昇が発生 

高潮・高波 

 

 

 

 

◇高波の波高及び周期の増加等 

●中長期的な海面水位の上昇や高潮偏差（通常の潮位と台風など

気象の影響を受けた実際の潮位との差）・波浪の増大による高

潮や高波被害、海岸侵食等のリスク増大 

●温室効果ガスの排出を抑えた場合でも一定の海面上昇が発生 

海岸侵食 

 

 

●中長期的な海面水位の上昇や高潮偏差（通常の潮位と台風など

気象の影響を受けた実際の潮位との差）・波浪の増大による高

波被害、海岸侵食等のリスク増大 

山地 

 

 

 

土石流・地

すべり等 

 

 

◇短時間強雨の発生頻度の増加に伴う人家・集落等に影響する土

砂災害の年間発生件数の増加 

●集中的な崩壊・土石流等の頻発による山地や斜面周辺地域の社 

会生活に与える影響の増大 

その他 

 

強風等 

 

●強風や強い台風の増加等 

●竜巻発生好適条件の出現頻度の増加 

健康 

 

 

 

 

暑熱 

 

 

 

 

死亡リスク 

 

 

 

◇気温の上昇による超過死亡（直接・間接を問わず、ある疾患に

より総死亡がどの程度増加したかを示す指標）の増加 

●夏季における熱波の頻度増加 

●熱ストレスの増加による死亡リスクの増加 

熱中症 ◇●熱中症搬送者数の増加 
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分野 大項目 小項目 予測される影響等 

（健康） 

 

 

 

 

感染症 

 

 

 

節足動物媒

介感染症 

 

 

◇デング熱等の感染症を媒介する蚊（ヒトスジシマカ）の

生息域の拡大 

●感染症を媒介する節足動物の分布可能域の変化による節

足動物媒介感染症のリスク増加 

その他(脆弱集団への影響) ◇熱による高齢者への影響 

産業・経

済活動 

 

 

 

金融・保険 

 

 

◇自然災害に伴う保険損害が著しく増加 

●自然災害に伴う保険損害の増加による保険金支払額や再

保険料の増加 

観光業 

 

 

レジャー 

 

 

◇スキー場における積雪深の減少 

●自然資源（森林、雪山、砂浜、干潟等）を活用したレジ

ャーへの影響 

国民生活

・都市生

活 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市イン

フラ、ラ

イフライ

ン等 

 

水道・交通等 

 

 

 

◇記録的な豪雨による地下浸水、停電、地下鉄への影響、

渇水や洪水、水質の悪化等による水道インフラへの影響、

豪雨や台風による切土斜面への影響等 

●短時間強雨や渇水の頻度の増加、強い台風の増加等によ

るインフラ・ライフライン等への影響 

文化・歴

史を感じ

る暮らし 

 

 

 

 

生物季節 

 

 

 

 

◇さくら（ソメイヨシノ、エゾヤマザクラ）、かえで（ヤ

マモミジ、オオモミジ、イタヤカエデ）、アブラゼミ等

の動植物の生物季節の変化 

●さくらの開花日及び満開期間の変化による花見ができる

日数の減少、さくらを観光資源とする地域への影響 

伝統行事・地

場産業等 

〈本道に関連する記述なし〉 

 

その他 

 

 

暑熱による

生活への影

響等 

◇熱中症リスクの増大や快適性の損失等 

◇●気候変動及びヒートアイランド現象双方による都市域 

での気温上昇 
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第５章 適応に関する既存施策等 

 

  気候変動影響評価報告書においては、既に一部の分野で気候変動の影響が生じており、今後

は広範な分野にわたって影響が及ぶと予測されています。このため、気候変動の影響による被

害を最小化、あるいは回避し、迅速に回復できる対策・施策を進めていくことが重要です。 

  現在、道が実施している施策等のうち「適応」に関する取組について、先述の「第４章  気

候変動による影響」での整理と同様に、国の報告書で示されている７つの分野・項目（大項目）

に基づき整理すると、次のとおりとなります。 

 

分野 大項目 施  策  の  内  容  等 

農業・林業

・水産業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○営農技術対策の実施 

・気象状況に応じた技術対策を定期的（気象災害等の際は臨時）に農

業改良普及センター等を通じ、農業者等へ指導 

 

○農業農村整備事業に関する取組の実施 

・ハード・ソフトを組み合わせた総合的な排水対策を実施 

・大学・研究機関と連携し、気候変動を踏まえた農業生産基盤整備手

法や、事業における温室効果ガスの「見える化」などの検討を実施 

・事業実施後の農地の排水性を維持するため、関係団体や生産者向け

の手引きの作成により、農地の保全管理の取組を推進 

 

○多面的機能支払交付金の活用 

・農村コミュニティを活用した防災・減災活動の取組推進や、防災意

識の啓発・普及等への支援 

 

○地域適応コンソーシアム事業（北海道・東北地域）への参画 

・気温上昇や気象災害によるリンゴへの影響調査についての情報収集 

林業 

 

 

 

 

 

○地域森林計画に基づく取組の実施（計画の策定） 

・道内13の森林計画区において、民有林を対象とした森林整備・保全

に係る10年間の計画を策定 

 

○森林保護事業の実施 

・森林の病害虫等の駆除により、まん延を防止 

水産業 

 

 

 

 

 

○水産基盤整備事業の実施（漁場） 

・海洋生物の分布域の変化に対応した漁場整備の推進 

 

○地域適応コンソーシアム事業（北海道・東北地域）への参画 

・海水温の上昇等によるホタテガイ及び海藻類の内湾養殖業への影響や海水温の上昇

等によるシロザケ等の漁獲量への影響に係る調査についての情報収集 
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分野 大項目 施  策  の  内  容  等 

水環境・水

資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水環境 

 

 

○公共用水域の水質測定の実施 

・「水質汚濁防止法」に基づき、水質監視の必要性が高い公共用

水域を対象に常時監視を実施 

水資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「北海道水資源の保全に関する条例」に基づく取組の実施 

・水資源保全地域の指定による適正な土地利用の確保など、水資

源の保全に関する施策を総合的に推進 

 

○地域づくり総合交付金（水資源保全推進事業）の活用 

・市町村が水資源保全地域内の土地を取得し、公有地化を図る事

業を支援 

 

○「北海道水道ビジョン」に基づく取組の実施 

・安定的な水道水の供給のため、集中豪雨等にも対応した施設整

備や運転管理を実施 

 

○農業農村整備の実施 

・老朽化した用水路の保全対策やパイプライン化等を実施 

 

○治山事業（水源地域等保安林整備事業）の実施 

・重要な水源地域において、荒廃森林や荒廃地等の復旧整備の総

合的な実施による水源涵養機能の強化等 

・保安林における森林整備を実施し、保安林機能を維持・強化 

 

○森林整備事業の実施 

・水源の涵養など森林の有する多面的機能の維持・増進を図るた

め、伐採後の再造林や間伐など森林の整備とともに、基盤とな

る路網の整備を推進 

 

○地域適応コンソーシアム事業（北海道・東北地域）への参画 

・気温上昇や降水量の変化等による釧路湿原の水環境・生態系へ

の影響調査についての情報収集 

自然生態系 

 

 

陸域生態系 

 

 

○鳥獣保護管理対策の実施 

・第12次北海道鳥獣保護管理事業計画、北海道エゾシカ管理計画

（第５期）、北海道ヒグマ管理計画、北海道アザラシ管理計画

（第２期）に基づく野生鳥獣の保護管理の推進 
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分野 大項目 施  策  の  内  容  等 

（自然生態

系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（陸域生態

系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○鳥獣被害防止総合対策事業の実施 

・国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用して、市町村が作成し

た被害防止計画に基づき、有害駆除・捕獲活動や農用地への侵

入防止対策等を推進し、農林水産業被害を軽減 

 

○地域森林計画に基づく取組の実施（鳥獣害防止） 

・鳥獣害防止森林区域の基準や防止の方法に関する方針を策定 

 

○地域森林計画に基づく取組の実施（森林資源の現況把握等） 

・森林資源の現況把握や天然林資源モニタリング調査等による情

報の蓄積及び資源推移等の分析を実施 

 

○道有林におけるエゾシカ森林被害対策の実施 

・エゾシカ捕獲のための林道除雪や管理型捕獲（モバイルカリング）を推進 

 

○エゾシカ森林被害防止対策の実施 

・エゾシカによる森林被害を軽減するため、防除や捕獲などの対策を加速化

させるとともに、民有林と国有林の連携（民国連携）により効果的な森

林被害対策を実施 

 

○地域森林計画に基づく取組の実施（計画の策定）【再掲】 

 

○地域適応コンソーシアム事業（北海道・東北地域）への参画【再掲】 

  ・気温上昇や降水量の変化等による釧路湿原の水環境・生態系へ

の影響調査についての情報収集 

淡水生態系 

 

 

 

 

 

○魚類防疫対策事業の実施 

・魚病の発生予防・まん延防止のため魚類防疫士の育成を図ると

ともに、魚病の調査・検査などの取組を推進 

 

○地域適応コンソーシアム事業（北海道・東北地域）への参画【再掲】 

・気温上昇や降水量の変化等による釧路湿原の水環境・生態系へ

の影響調査についての情報収集 

沿岸生態系 

 

 

 

○海棲哺乳類生息状況調査の実施 

・世界自然遺産である知床の保全に資するため、知床半島沿岸及

びその周辺海域における海棲哺乳類の生息状況を把握 

 

○魚類防疫対策事業の実施【再掲】 

海洋生態系 

 

 

 

○赤潮・貧酸素水塊対策事業の実施  

・国による内湾における栄養塩と漁業資源の実態解明調査（道は

国が行う調査に協力） 

○海棲哺乳類生息状況調査の実施【再掲】 
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分野 大項目 施  策  の  内  容  等 

（自然生態

系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生物季節 〈現時点でこの項目に該当する施策等はありません。〉 

分布・個体

群の変動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○希少野生動植物種保護対策の実施 

・「北海道生物の多様性の保全等に関する条例」に基づき、道内

に生息・生育する希少野生動植物種の保護対策を実施（レッド

リスト改訂、指定希少野生動植物種の指定等） 

 

○外来種対策の実施 

・「北海道生物の多様性の保全等に関する条例」に基づき、道内

に生息・生育する外来種の防除対策等を実施（ブルーリスト改

訂、指定外来種の指定等） 

 

○トド・オットセイ海獣類被害防止総合対策の実施 

・トドの適正な採捕数管理に向けた対策や今後の漁業被害対策推

進を図るため、漁業被害の実態を把握 

 

○鳥獣保護管理対策の実施【再掲】 

 

○鳥獣被害防止総合対策事業の実施【再掲】 

自然災害・

沿岸域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○北海道地域防災計画に基づく取組の実施 

・激甚化する気象災害に迅速かつ適確に対応するため、災害対策

本部指揮室の設置や被災市町村への職員の派遣などを規定 

・市町村の災害対応能力の向上に対する支援を実施 

・住民の災害に対する危機意識の醸成に向けた普及啓発を実施 

 

○業務継続計画に基づく取組の実施 

・本庁・（総合）振興局業務継続計画に基づく取組を推進 

・各種会議などを通じ、市町村の業務継続計画の策定・内容の充実を促進 

 

○河川改修等の治水対策の実施 

・河道の掘削、築堤、放水路・ダム・遊水地の整備などの治水対

策について、近年の浸水被害等を勘案した重点的な整備を推進 

 

○効果的な排水を行うための施設整備 

・河川敷地に管理用通路を整備するとともに、必要に応じポンプ釜場を整備 

 

○迅速な避難に資する取組の推進  

・水害から住民の生命や財産を守るため、浸水想定及び河川水位等の情報を

提供するなど、迅速な避難に資する取組を推進 
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分野 大項目 施  策  の  内  容  等 

（自然災害

・沿岸域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（河川） 

 

 

○農業農村整備事業（総合的排水対策等）の実施【再掲】 

 

○多面的機能支払交付金の活用【再掲】   

沿岸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）の策定 

・各港湾における業務継続計画（ＢＣＰ）の運用、更新状況等に

ついて情報収集を行うほか、広域の港湾ＢＣＰについては、災

害時を想定した訓練に参画し、関係機関と連携して検証を実施 

 

○治山事業（防災林造成事業）の実施 

・高潮や津波、風浪等による被害防備のための海岸防災林の造成、

高潮等潮害防備のための防潮堤等既存治山施設の嵩上げなどの

実施 

 

○海岸保全施設等の整備 

・L１津波（数十年～百数十年に一度程度発生する規模の津波）や

台風・高潮等の異常気象による浸水被害想定などを踏まえ、関

係機関との連携のもとで、海岸堤防などの施設整備を計画的に実施 

山地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地すべり対策等の推進 

・人家や公共施設、農地や農業用施設、林地等の地すべり災害を

未然に防止するため、地表水・地下水排除施設等の整備を実施 

 

○地域森林計画に基づく取組の実施（機能に応じた森林の区域設定） 

・発揮を期待する機能に応じた森林の区域設定を図り、区域に応じた適切な

森林の整備及び保全を推進 

 

○治山事業（復旧治山事業、予防治山事業等）の実施 

・荒廃山地の復旧整備とともに、山地災害危険地区の重点的・集中的な復旧 

・予防対策、効果的な流木対策の強化による事前防災・減災対策を実施 

 

○道路防災対策の実施 

・道路防災総点検の結果を踏まえた要対策箇所について、防雪柵や雪崩予防

柵などの対策工を重点的に実施するとともに、気象条件の変化により新

たな対策が必要な箇所等の把握に努めるなど、計画的な施設整備を推進 

 

○砂防設備等の整備 

・土砂災害の恐れのある箇所について、砂防設備や急傾斜地崩壊

防止施設等の整備を推進するとともに、老朽化施設の補修・更

新や施設の維持管理を適切に実施 
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分野 大項目 施  策  の  内  容  等 

（自然災害

・沿岸域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（山地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○関係機関の情報共有化 

・監視カメラ画像や防災情報共有システムについて、一層効果的に運用

するとともに、老朽機器の更新や未整備箇所への計画的な整備を推進 
 

○警戒避難体制の整備 

・基礎調査の推進を図るとともに、土砂災害警戒区域等の指定の

推進や土砂災害ハザードマップの作成を促進 
 

○地域森林計画に基づく取組の実施（計画の策定）【再掲】 
 

○森林整備事業の実施【再掲】 

その他（強

風等） 

 

 

 

 

○低コスト耐候性ハウスの導入 

・強い農業づくり交付金や産地パワーアップ事業を活用し、災害

に強い低コスト耐候性ハウスの導入を支援 
 

○北海道地域防災計画に基づく取組【再掲】 

○業務継続計画に基づく取組【再掲】 

○道路防災対策の実施【再掲】 

健康 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暑熱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○熱中症への注意喚起   

 ・熱中症予防に係るパンフレット等の配付や、ホームページへの

掲載による普及啓発を実施 

 ・札幌管区気象台から配信される「高温注意情報」を各保健所及

び関係各課へ情報提供 
 

○北海道スマート農業推進事業の実施 

・農業従事者の軽労化に繋がる先進技術（アシストスーツ・自動

操舵トラクター等）の活用促進に向けた取組を推進 
 

○林業労働環境整備事業等の実施 

・暑さを軽減する効果のある作業着（クールベストなど）の導入

経費に対する支援 

・林業事業体向け情報誌の活用による熱中症予防の普及啓発の実施 
 

○児童生徒への指導 

・指導文書等による対策の徹底とともに、学校における教科指導

等により児童生徒への熱中症に対する理解を促進 

感染症 〈現時点でこの項目に該当する施策等はありません。〉 

その他（脆

弱集団への

影響） 

○シラカバ花粉等飛散状況調査の実施 

・シラカバ花粉等について、衛生研究所及び関係保健所(７か所)

において、毎シーズン定点観測を行い、ホームページで情報提供 
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分野 大項目 施  策  の  内  容  等 

産業・経済

活動 

 

 

金融・保険 〈現時点でこの項目に該当する施策等はありません。〉 

観光業 

 

 

○地域適応コンソーシアム事業（北海道・東北地域）への参画 

・気候の変化や極端な気象現象による観光業への影響調査につい

ての情報収集 

国民生活・

都市生活 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市インフ

ラ、ライフ

ライン等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○廃棄物最終処分場に係る事業計画書作成マニュアルに基づく指導 

・廃棄物最終処分場の調整池、水処理施設の設計に際して、過去20年間

で年間降雨量が最大となる年の降雨量を使用するよう事業者を指導 

 

○緊急輸送道路等の整備 

・北海道強靱化計画に基づき、救急救援活動等に必要な緊急輸送

道路や避難路について、市街地における沿道建築物の耐震化や

無電柱化を含め、計画的な整備を推進 

 

○下水道施設の整備 

・下水道浸水被害軽減のため、近年の内水による浸水被害状況等

を勘案し、雨水管渠などの計画的な整備を推進 

 

○港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）の策定【再掲】 

 

○「北海道水道ビジョン」に基づく取組の実施【再掲】 

文化・歴史を

感じる暮らし 

〈現時点でこの項目に該当する施策等はありません。〉 

 

その他（暑

熱による生

活への 

影響） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○北海道地球温暖化対策推進計画に基づく取組の実施 

・地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進 

 

○地域適応コンソーシアム事業（北海道・東北地域）への参画 

・一般市民や事業者等を対象とした気候変動への「適応」に関す

るセミナーの開催 

 

○「北方型住宅」及び「きた住まいる制度」の普及推進 

・北海道の気候風土に根ざした質の高い住宅である「北方型住宅」

の普及推進 

・「北方型住宅」を支える仕組である「きた住まいる制度」（省

エネなどの基本性能の確保等の基本ルールを遵守する事業者の

登録制度）の普及推進 

○熱中症への注意喚起【再掲】 
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第６章 影響評価の考え方 

 

 「第４章  気候変動による影響」では、道における取組分野等を整理するため、気候変動

影響評価報告書において「重大性が特に大きい」又は「緊急性が高い」分野・項目を抽出し

ましたが、これを基にして、次の条件により道が重点的に取り組む分野・項目を選定しま

す。 

  なお、選定しなかった項目についても、最新の知見の収集と顕在化しうる影響等の把握に

努め、今後必要となる取組について検討を進めていきます。 

      

 

○ 項目の選定条件 

①  国の評価において、「重大性が特に大きい（○）」、「緊急性が高い（○）」、 

「確信度が高い（〇）又は中程度（△）」の項目 

② 上記①以外で、地域特性や道の既存施策等を踏まえて重点的に取り組むことが必要

と考えられる項目 

※  大項目の「農業」については、北海道立総合研究機構農業研究本部中央農業試験場

の「戦略研究『地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築－気候

変動が道内主要作物に及ぼす影響の予測－』成果集」において示されている影響予測

の内容等（以下、「道総研予測等」という。）を踏まえて判断することとする。 

 

○分野の考え方 

   上記により選定した項目の内容を踏まえ、道が重点的に取組を進める分野として「自然 

環境」、「産業」、「自然災害」、「生活・健康」の４つに分類する。 

 

  ［理由］ 

・ 「重大性が特に大きい」ものは、社会、経済、環境における影響の度合いが特に大

きいことを、また、「緊急性が高い」ものは、既に影響が生じており、対策に係る意

思決定ができるだけ早く必要であることを示すものであり、この 両方に当てはまる

項目については、早急な対応が必要と考えられる。 

・  項目によっては、将来予測の確実性が低いものや、今後さらに研究が必要なものも

あることから、情報の確からしさを示す「確信度」が「高い」又は「中程度」の項目

を選定する。 

・  国の影響評価は全国的な観点から取りまとめられたものであり、他の地域にはない

北海道ならではの地域特性や、「適応」に関する道の既存施策等を考慮する必要があ

る。 

・ 「分野」については、豊富な自然、基幹産業が農林水産業といった本道の地域特性

や、近年の台風による大規模災害の発生などを踏まえて４つに分類する。 

〈 道が重点的に取り組む分野・項目 〉 
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〈選定理由〉 

 

国の気候変動評価報告書における分野・項目及び評価 道が重点的に取り組む分野 

分野 大項目 小項目 重大性 緊急性 確信度 選定理由 分野 

農業・林 

業・水産

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

果樹 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

(△) 

 

 

○ 

 

 

 

条件①：道総研予測等では影響が顕

在化しておらず緊急性が△との評価

であるが、農業は本道の基幹産業で

あるため選定 

産業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

麦、大豆、飼料作

物等 

 

 

○ 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

△ 

(○) 

 

 

 

条件②：国の評価は緊急性が△で条

件①に該当しないが、道総研予測等

では確信度が○との評価であり、ま

た、農業が本道の基幹産業であるた

め選定 

畜産 

 

○ 

 

△ 

 

△ 

(○) 

条件②：同上 

 

病害虫・雑草 ○ ○ ○ 条件① 

農業生産基盤 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

△ 

(○) 

 

条件① 

※確信度に関して、道総研予測等で

は○との評価であるが、条件①に該

当することは変わらない 

林業 木材生産 

（人工林等） 

○ 

 

○ 

 

□ 

 

条件②：森林面積が約７割を占め、

本道の基幹産業であるため 

水産業 

 

 

 

回遊性魚介類 

（魚類等の生態） 

○ 

 

○ 

 

△ 

 

条件① 

 

増養殖等 

 

○ 

 

○ 

 

□ 

 

条件②：漁業で影響が顕在化してい

る可能性があるため 

水環境 

・水資源 

水資源 

 

水供給（地表水） 

 

○ 

 

○ 

 

△ 

 

条件① 

 

自然環境 

 

 

 

 

 

 

自然 

生態系 

 

 

 

 

 

 

陸域生態系 

 

 

高山帯・亜高山帯 ○ ○ △ 条件① 

野生鳥獣による 

影響 

○ 

 

○ 

 

－ 

 

条件②：現状として、エゾシカによ

る被害が大きいため 

淡水生態系 

 

 

湖沼 ○ △ □ 条件②：湖沼・河川・湿原の一部で

影響が顕在化している可能性がある

ため 

河川 ○ △ □ 

湿原 ○ △ □ 

沿岸生態系 

 

温帯・亜寒帯 

の影響等 

○ 

 

○ 

 

△ 

 

条件① 
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国の気候変動評価報告書における分野・項目及び評価 道が重点的に取り組む分野・項目 

分野 大項目 小項目 重大性 緊急性 確信度 選定理由 分野 

自然災害 

・沿岸域 

 

 

 

 

 

 

 

河川 

 

洪水 ○ ○ ○ 条件① 自然災害 

 

 

 

 

 

内水 ○ ○ △ 条件① 

沿岸 

 

 

 

 

海面上昇 

 

○ 

 

△ 

 

○ 

 

条件②：「高潮・高波」に係る施策

と一体的に実施 

高潮・高波 ○ ○ ○ 条件① 

海岸侵食 

 

○ 

 

△ 

 

△ 

 

条件②：「高潮・高波」に係る施策

と一体的に実施 

山地 

 

土石流・地すべり

等 

○ 

 

○ 

 

△ 

 

条件① 

 

健康 

 

 

 

 

暑熱 

 

死亡リスク ○ ○ ○ 条件① 生活・健康 

 

 

熱中症 ○ ○ ○ 条件① 

その他（脆弱集団への影響） 

 

 

－ 

 

 

○ 

 

 

□ 

 

 

条件②：熱に対する高齢者への影響

が予測されており、「熱中症」に係

る施策と一体的に実施 

産業・ 

経済活動 

 

観光業 

 

 

レジャー 

 

 

○ 

 

 

△ 

 

 

○ 

 

 

条件②：スキー場等で既に影響が顕

在化している可能性があるため 

産業 

 

国民生活･

都市生活 

 

都市インフラ、ラ

イフライン等 

水道・交通等 

 

○ 

 

○ 

 

□ 

 

条件②：既に影響が顕在化している

ため 

生活・健康 

 

その他 

 

暑熱による生活へ

の影響等 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

条件① 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

選定結果の凡例 

【重大性】 ○：特に大きい －：現状では評価できない 

【緊急性】 ○：高い △：中程度 □：低い －：現状では評価できない 

【確信度】 ○：高い △：中程度 □：低い －：現状では評価できない 
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第７章 適応の推進方策 

 

１ 適応の取組の推進に関する基本方向 

 近年、本道においても、経験したことのない猛暑や記録的な集中豪雨など、自然生態系や

産業、道民生活など幅広い分野において、気候変動の影響や被害が顕在化しています。 

 IPCC の報告では、気候変動を抑制する場合には、温室効果ガスの排出を大幅かつ持続的

に削減する必要があることが示されると同時に、将来、温室効果ガスの排出量がどのような

シナリオになったとしても、世界の平均気温は上昇し、21 世紀末に向けて気候変動の影響

のリスクが高くなると予測されています。 

 道では、これまで「第５章 適応に関する既存施策等」で取りまとめた施策等を実施して

きたところですが、これらを踏まえ、気候変動の影響による道民の生活、財産、経済活動へ

の被害等を最小化あるいは回避できるよう、次の４つの基本方向を掲げ、取組を推進しま

す。 

 

(1)本道の強みを活かす適応の取組の推進 

 北海道は、豊かな自然環境に恵まれ、広大な大地と海で育まれた良質な食を強みに我が国

の食料供給地の役割を担っていますが、一方で、全国を上回るスピードで進行する人口減少

や国土の脆弱性への認識の高まりといった、地域の存亡に関わる難題にも直面しています。 

 「第６章 影響評価の考え方」で示したとおり、気候変動影響評価報告書等を基に、こう

した優位性、課題などを踏まえ、大きく４つの分野について重点的な取組を推進します。 

 

産業 （気候変動影響評価報告書の該当分野：農業・林業・水産業、産業・経済活動） 

          

【取組の視点】  

北海道の主要農作物は、2030年代には水稲や大豆、小豆では収量増が予測されますが、

秋まき小麦やじゃがいもなどで減収も予測されます。 

また、品質については、水稲を除き全般に低下すると見込まれます。さらに、高温・多

雨で発生しやすい病害の影響も懸念されます。 

日本近海での影響調査により、日本海を中心に高水温を一因として分布・回遊域が変化

した魚種があることが報告され、漁獲量が減少した地域もあるとの結果が得られています。 

広大な大地や豊かな海からもたらされる資源を活かし、安全・安心な食料を供給してい

くための取組が必要です。 

また、気候変動による気温上昇や積雪量の変化、極端な気象現象等が自然資源を活用し

たレジャーなど観光業へ影響を及ぼす可能性があります。 

【主な施策】 

 □ 気象情報等を踏まえた営農技術対策の推進 



36 

 

 □ 生産安定につながる品種や栽培技術の開発の推進 

  □  農地等の排水対策の強化 

 □ 計画的な森林の整備及び保全 

 □ 海洋環境、主要水産資源モニタリングの推進 

  □ 海洋生物の分布域の変化に対応した漁場整備の推進 

  □  気候の変化や極端な気象現象による観光業への影響調査                        

                                       等 

 

自然環境 （気候変動影響評価報告書の該当分野：水環境・水資源、自然生態系） 

 

【取組の視点】 

日本沿岸の各所において、海水温の上昇に伴い、低温性の種から高温性の種への遷移が

進行していることが確認されています。 

また、気温上昇や融雪時期の早期化等による植生の衰退や分布の変化が報告されるとと

もに、一部の湿原で、気候変動による降水量の減少や湿度低下、積雪深の減少が乾燥をも

たらした可能性が指摘されています。 

気候変動に対し生態系は全体として変化するため、人為的な対策により広範に抑制する

ことは困難であることを踏まえ、本道の豊かな自然環境について、気候変動以外の要因に

よるストレスにも着目しつつ、気候変動に対する順応性の高い健全な生態系の保全に努め

将来にわたって持続可能な利用を図るとともに、自然環境の有する多様な機能を防災・減

災に活用するための取組が必要です。 

【主な施策】 

□ 各種環境のモニタリングによる変化の把握 

□ 希少野生動植物種の保護対策の推進 

□ 外来種の防除対策の推進 

□  鳥獣保護管理対策の推進 

□ 知床半島沿岸及びその周辺海域における海棲哺乳類の生息状況の把握 

□ 水源の涵養など森林の有する多面的機能の維持・増進                    

                                      等 

 

自然災害 （気候変動影響評価報告書の該当分野：自然災害・沿岸域） 

 

【取組の視点】 

時間雨量50mmを超える短時間強雨や総雨量が数百mmから千mmを超えるような大雨が発生

し、全国各地で毎年のように甚大な水害（洪水、内水）や土砂災害が発生しています。 

中長期的な海面水位の上昇や強い台風の増加等による高潮偏差・波浪の増大に伴い、高

潮や高波被害、海岸侵食等のリスクが増大する可能性が指摘されています。 

各地の気候や地理的特性等を踏まえ、災害に強い地域づくりの取組が必要です。 
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【主な施策】 

□ 激甚化する気象災害への迅速かつ適確な対応 

□ 近年の浸水被害等を勘案した重点的な河川改修等の推進 

□ 荒廃山地の復旧整備や山地災害危険地区の重点的・集中的な復旧・予防対策、効果

的な流木対策の強化等の推進 

□ 砂防設備や急傾斜地崩壊防止施設等の整備の推進 

□ 海岸保全施設の計画的な整備推進                                           

                                      等 

 

生活・健康 （気候変動影響評価報告書の該当分野：健康、国民生活・都市生活） 

 

【取組の視点】 

気温の上昇による超過死亡（直接・間接を問わずある疾患により総死亡がどの程度増加

したかを示す指標）の増加は既に生じていることが世界的に確認されています。 

本道においても、暑熱の影響とされる症例が増加しており、道民の生命・身体を守る取

組が必要です。 

また、台風等による豪雨により交通網に甚大な被害が発生しており、避難ルートの確保

や被災地への救援物資の輸送、経済社会活動を支えるサプライチェーン※の維持のため、

災害に強い交通基盤の整備が重要です。 

※サプライチェーン：原料調達・製造・物流・販売・廃棄等の一連の流れ全体 

【主な施策】 

□ 熱中症予防に関する注意喚起 

□ 暑熱対策の理解促進、対策の徹底 

□ 上水道施設、下水道施設の計画的な整備推進 

□ 緊急輸送道路等の整備                                                     

                                      等 

 

 (2)情報や知見の収集と適応策の検討 

 不確実性が伴う気候変動の影響に適切に対応するためには、科学的に信頼性の高い情報

を充実させることが必要です。そのため、国や関係機関と連携し、観測・予測データや影響

評価などの最新の知見の収集を行うとともに、これを踏まえ、施策展開が必要なものに関し

て適応策を検討します。 

 

【主な施策】 

  □  国のプラットフォームなどを活用し、気候変動の影響に関する観測・予測データや

影響評価など最新の知見の収集と道民等への情報提供の推進 

  □ 地域適応コンソーシアム事業への参画など、地域特性に応じた情報収集の推進 
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  □ 国の気候変動影響報告書で「重大性が特に大きい」、「緊急性が高い」と評価され

た分野・項目で、道において施策展開が必要なものに関し、観測・予測データや影響

評価などの知見を収集し、必要な適応策を検討                         

                                  等 

 

 

(3)道民や事業者等の理解・取組の促進 

 道民・事業者・行政機関など各主体が相互に連携しながら取組を進めて行くため、対象や

事業者の種別に応じた普及啓発や情報提供を進めます。 

 また、住民に最も身近な地方公共団体である市町村において、地域の実情に応じた適応計

画の策定や取組の促進が図られるよう必要な情報提供を行います。 

 さらに、平成 28（2016）年夏の相次ぐ台風の接近・上陸による集中豪雨が、河川や道路

など社会インフラや本道の基幹産業である農業などにも甚大な被害をもたらし、我が国の

経済へも影響を与えたことを踏まえ、事業者による適応の取組を進める必要があります。こ

のため、事業活動において気候変動から受ける影響を低減させる「気候リスク管理」や、「適

応」を新たなビジネス機会として捉え、適応の取組に効果的な製品の販売やサービスの提供

などを行う「適応ビジネス」※の取組の促進を図ります。 

※適応ビジネスの例：気候変化の将来予測データ等を活用した、自然災害予測サービスや農業支援サー

ビスの提供など 

 

【主な施策】 

  □ セミナー・研修会の開催等による気候変動の影響や、「適応」の取組事例等の情報

提供 

  □ 気候の変化を踏まえた製品の選択などライフスタイルに関する普及啓発 

 □ 「気候リスク管理」に関する先進事例や具体的事例の情報提供等を通じた、事業者

における適応の取組の促進 

  □ 「適応ビジネス」に関する情報の積極的な発信による事業者の理解促進     

                                等 

 

 (4)推進体制の充実・強化 

  各分野における「適応」の取組を円滑に進めるため、次のとおり、道民や事業者、関係機

関・団体等と連携・協働の下、「適応」を推進します。 

 
○地域気候変動適応センター 
  

・  地域における「適応」の取組の推進に向けて、必要な情報の収集、整理、分析及び提供

並びに技術的助言を効果的に行うため、「気候変動適応法」に基づく「地域気候変動適応

センター」機能の確保について検討を進めます。 
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○気候変動適応広域協議会 

・ 国が設置する「気候変動適応広域協議会」に参画し、多様な関係者と連携し、情報交換・

共有や科学的知見の整理などを通じて、広域的な視点から「適応」の取組を推進します。 

 

○庁内体制 

・ 地球温暖化対策に係る推進組織である「北海道地球温暖化対策推進本部」を活用して各

施策分野への「適応」の組み込みを進め、道の各部が連携して適応策を展開するとともに、

「北海道地球温暖化対策推進計画」に基づく「緩和」と本計画に基づく「適応」を両輪と

して、総合的かつ計画的に地球温暖化対策を推進します。 

 

 ●関連する主なSDGsの目標 

  本計画は、「第１章 計画策定の背景、趣旨等」の「計画の位置付け」において、 

 SDGsにおける関連目標の達成に資するものとしています。 

  適応の取組は、幅広い分野に及ぶものであることから、それぞれが横断的に関係 

 しており、本計画に示す、４つの基本方向に関連する主なSDGs目標は、次のとおり 

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－1 地域気候変動適応センターの位置付け 
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２ 各主体の役割 

  気候変動の影響は幅広い分野に及ぶものであることから、「適応」の取組は、道だけでは

なく、事業者や道民など多様な関係者がそれぞれの役割を担いながら、連携・協力して推進

していくことが重要です。 

  「気候変動適応法」に基づき策定された国の「気候変動適応計画」では、国をはじめ、地

方公共団体や事業者、国民等の基本的役割が定められており、これを踏まえ、本計画を推進

するための各主体の役割について示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2 国の気候変動適応計画における各主体の役割 

 

(1)道の役割 

○  地域の自然的、経済的、社会的状況に応じて「適応」の取組を総合的かつ計画的に推進

するため、「気候変動適応法」に基づく「地域気候変動適応計画」を策定し、施策を実施

します。 

○  「適応」の取組の実施にあたり、道民や事業者、関係機関・団体等と連携・協働して推

進します。   

○  道が実施する施策に「適応」の視点を組み込み、各分野における適応策を展開します。  

○  地域における「適応」の取組を促進するため、関係機関・団体等と連携して、市町村に

対する情報提供や普及啓発、技術的助言を行います。  

○  道民や事業者の「適応」に対する関心と理解を深め、それぞれの主体における取組を促

進するため、関係機関・団体や北海道地球温暖化防止活動推進員等と連携するなどして、

情報提供や普及啓発を行います。  

○  国が設置する「気候変動適応広域協議会」に参画し、構成機関等との情報交換・共有や

科学的知見の整理などを行います。  

国民 
 

・適応行動の実施 
・適応施策への協力 
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○  「適応」に関する情報収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う拠点として、

「気候変動適応法」に基づく「地域気候変動適応センター」機能の確保について検討を進

めます。 

 

(2)事業者の役割 

○ 気候変動の影響は、自らの事業活動のみならず、社会や経済などにも大きな影響を及ぼ

しうることを踏まえ、サプライチェーンの多重化や洪水時の浸水対策など、業務を円滑

化させるための「気候リスク管理」に取り組むよう努めます。 

○ 国や地方公共団体が実施する「適応」に係る施策を踏まえながら事業活動に取り組むよ

う努めます。 

○ 「適応」に関する技術開発や製品・サービスの提供などの「適応ビジネス」を展開する

ことにより、「適応」の取組の推進を支援することを期待します。 

 

(3)道民の役割 

○ 気候変動の影響は道民一人ひとりの生活に及ぶことから、地方公共団体が行う普及啓

発事業へ参加するなどして「適応」に対する関心と理解を深め、熱中症予防の徹底や防災

情報の確認などの対策を自ら実践するよう努めます。 

○ 日常生活の中で得た気候変動の影響などに関する情報を国や地方公共団体に提供する

などして、「適応」に係る施策に協力するよう努めます。 

 

(4)市町村の役割 

○ 「気候変動適応法」の趣旨を踏まえ、区域における自然的、経済的、社会的状況に応じ

て「適応」の取組を総合的かつ計画的に推進することを期待します。 

 

(5)民間団体の役割 

○ 「適応」の取組を自らの活動に取り入れるとともに、それぞれが有する知識や技術等を

もとに、道民に「適応」の取組を広める役割を担うことを期待します。 

 

３ 計画の進捗管理 

○ 適応に関する施策の効果を把握・評価する手法は、指標の設定が困難であることや効果

の評価を行うには長期間要することなどの課題があり、現時点では、国際的にも具体的な

手法は確立されていない状況にあります。  

    国では、現在、「適応」の取組に係る進捗状況の把握・評価手法の開発に向けて検討を

進めており、この結果を踏まえ、本計画における手法を検討することとします。 

 ○ 当面は、本章で掲げた４つの基本方向に基づき取組を推進するとともに、関連施策 

  等について、定期的に実施状況等を把握し、取りまとめることとします。 

 
                                                                              


